
小鹿野町人事行政の運営等の状況の公表

 　 「小鹿野町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、町職員の任用、給与等の概要

について主に平成２１年度の状況を公表します。

１　職員の任免及び職員数に関する状況
（１）職員の採用状況（平成２１年度）

（２）職員の退職状況（平成２１年度）

（３）部門別職員数の状況（各年４月１日現在）

（注）　職員数及び区分は、地方公共団体定員管理調査に基づく分類のため、教育長を含めた人数となっています。

　 　　　職員数には、地方公務員の身分を保有する休職者などを含み、臨時及び非常勤職員を除いています。
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　　　　　　区　分
　部　門

職　　員　　数 対 前 年

平成２１年 平成２２年 増 減 数

普 通 退 職     ５人

その他（死亡等）     ０人

定 年 退 職     ４人

勧 奨 退 職     ２人

技能労務職     ０人 看　 護　 師     ２人

管理栄養士     １人 医療技術職     ２人

一般事務職     ２人 医　　　　 師     ２人



２　職員の給与の状況
（１）人件費の状況（普通会計決算）

千円 千円 千円

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

Ａ

千円 千円 千円 千円 千円

（３）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

(注)　１ 　「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

  　   ２ 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当な 　　

　　　   　　どの諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

          　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手

　  　　当等の手当てが含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

（４）職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

　　※　技能労務職の初任給は、経験に応じて定めます。

－
中学卒 － 131,150 －

技能労務職
高校卒 － 146,700

172,200
高校卒 140,100 144,500 140,100

一般行政職
大学卒 172,200 178,800

区　　　分 小鹿野町 埼玉県 国

－
国 49.3 284,514 － 322,291

埼玉県 53.5 365,484 421,134

平均給与月額
（国ベース）

小鹿野町 49.2 247,068 270,863 265,559

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

－
国 41.9 325,579 － 395,666

埼玉県 44.1 355,552 447,648

平均給与月額
（国ベース）

小鹿野町 47.4 331,303 375,451 372,521

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

90,305 216,163 861,253 5,666
２１年度

人

152 554,785

区分
職員数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 １人当たり給与費

給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ Ｂ／Ａ

２１年度
人 ％

13,807 6,118,163 352,857 1,319,183 21.6

人件費　Ｂ
人件費率

（平成２１年度末） Ｂ／Ａ
区分

住民基本台帳人口
歳出額　Ａ 実質収支



（５）職員の経験年数別 ・ 学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（６）平成２１年ラスパイレス指数は　　８７．９

（７）級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在）

（８）職員手当ての状況（平成２２年４月１日現在）

　　①毎月支給する手当

　 配偶者　１３，０００円

　 配偶者以外　６，５００円

　　②実績に応じて支給する手当

　　③臨時に支給する手当

計 ２．６０ １．３５ ３．９５

１２月 １．３５ ０．６５ ２．００

６月 １．２５ ０．７０ １．９５

宿日直手当    勤務１回につき　４，２００円

　 期末・勤勉手当

支給期 期末手当（月分） 勤勉手当（月分） 計

時間外勤務手当
勤務日の時間外 １時間当たり給与額×時間外勤務時間×１２５/１００

週休日の時間外 １時間当たり給与額×時間外勤務時間×１３５/１００

通勤手当

   電車等利用者 ⇒ 運賃相当額

   自家用車等 ⇒ 距離に応じた定額

   ※  片道２キロメートル未満は支給しない。

　 借家等居住者 ⇒ 家賃に応じて支給（最高　２７，０００円）住居手当

　   基本的には、国と同じ制度になっています。

扶養手当

管理職手当

   課　 長　５０，０００円～６０，０００円

　 副課長　４０，０００円

　 主　 幹　３５，０００円

　 副主幹　３０，０００円

18.3 7.8 23.5 100構成比（％） 2.6 18.3 29.5
21 9 27 115職員数（人） 3 21 34

副主幹 主　幹
副課長
課　 長

標 準 的 な
職 務 内 容

主事補
主　 事

主　任 主　査

４　級 ５　級 ６　級 計区　　分 １　級 ２　級 ３　級

　　※　経験年数１０年は１０年～１５年未満、経験年数１５年は１５年～２０年未満、経験年数２０年は２０年～

　　　 ２５年未満の平均額をそれぞれ記載しています。

　   ラスパイレス指数は、地方公共団体の給料額と国家公務員の給料額とを、学歴別・経験年数別に

  対比させて比較し算出したもので国を１００としたものです。

266,000
中学卒 － － 242,900

技能労務職
高校卒 190,500 213,900

329,900
高校卒 207,000 278,720 297,350

一般行政職
大学卒 233,300 295,800

区　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年



　　　 退職手当

（９）特別職の給与 ・ 報酬等の状況（平成２２年４月１日現在）

　　 退職手当

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）勤務時間の概要（平成２２年度）

（２）窓口の開庁（平成２２年度）

（３）年次有給休暇の取得状況（平成２１年度）

（４）育児休業等の取得状況（平成２１年度）

　　※　窓口業務は住民課と税務課です。　なお、窓口業務対応課については、時差勤務を行っています。

平均取得日数 ７．０日

育児休業取得者 １人

火曜日 木曜日 土曜日

午後７時まで 午後７時まで 午前８時３０分～午後０時３０分

１週間の勤務時間

午前８時３０分 正午～午後１時 午後５時３０分 ８時間 ４０時間

副町長 　給料月額×在職期間月数×２１/１００×１１５/１００

開始時刻 休憩時間 終了時刻 １日の勤務時間

　　※　給料及び報酬の（　　）内は、減額措置を行う前の金額です。

区　 分 算　定　方　法

町　 長 　給料月額×在職期間月数×３５/１００×１１５/１００

期
末
手
当

町　 長 　
（２２年度支給割合）

　　　６月期　　１．９５月分
　　１２月期　　２．００月分
　　　　計　　　 ３．９５月分

副町長

議　 長

副議長

議　 員

報
酬

議　 長 　　２４７，０００円　（ 　　　　　　　円 ）

副議長 　　１９３，０００円　（ 　　　　　　　円 ）

議　 員 　　１７５，０００円　（ 　　　　　　　円 ）

給 町　 長 　　６５０，０００円　（ 　　　　　　　円 ）

料 副町長 　　５６５，０００円　（ 　　　　　　　円 ）

区　　分 給料月額等

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

２％～２０％加算 ２％～２０％加算

月分最高限度額 ５９．２８ 月分 ５９．２８ 月分 ５９．２８ 月分 ５９．２８

月分勤続３５年 ４７．５０ 月分 ５９．２８ 月分 ４７．５０ 月分 ５９．２８

月分勤続２５年 ３３．５０ 月分 ４１．３４ 月分 ３３．５０ 月分 ４１．３４

月分勤続２０年 ２３．５０ 月分 ３０．５５ 月分 ２３．５０ 月分 ３０．５５

支給率 自己都合 勧奨 ・ 定年 自己都合 勧奨 ・ 定年

小鹿野町 国



４　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成２１年度）

５　職員の研修及び勤務成績の評定の状況（平成２１年度）

 勤務成績の評定は、人事評価制度が確立し次第評定します。

６　職員の福祉及び利益の保護の状況

 職員の福利厚生事業は、埼玉県市町村職員共済組合制度により実施しています。

 また、任意の組織として、「職員互助会」を組織し福利厚生事業を実施しています。

　 研修数 　　１１コース

 　研修者数

（１）福利厚生制度の概要

（２）公務災害の発生状況（平成２１年度）

   公務災害認定件数 ０件

　　４４人

分限処分 　　３人　（ 休職３人　 ）

懲戒処分 　　０人


	２１年度

